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板橋区の福祉政策：制度と仕組み
松浦勉（板橋区前福祉部長）
１　はじめに

　皆様こんにちは。只今ご紹介いただきました松浦でございます。私は、障害者福祉や生活福祉、地域福祉を中心とした福祉行政の経験を通して、日本及び板橋区の福祉政策についてその仕組みや特色をお話したいと思います。
２　日本・板橋の福祉制度と仕組み

（1） 日本の福祉制度
　最初に、日本の福祉制度について簡単にふれておきます。

1 福祉六法
　まず法体系ですが、福祉六法というものがあります。これは、生活保護法・児童福祉法・母子及び寡婦福祉法・老人福祉法・身体障害者福祉法・精神薄弱者福祉法の総称です。これらを骨格に現在の日本の福祉制度は作られています。
　たとえば、生活保護法は、憲法の生存権の規定を受け、国民が最低限度の生活を保障されている制度で、病気や失業などで生きる術を失うリスクを救う国家のセーフティーネットです。同様に、児童・母子家庭・高齢者・障害者など社会的な弱者を対象に手当・年金などの現金給付、医療・介護などの現物給付が第二次大戦後徐々に制度化され、その後の時代の変化にあわせて手直し・改正されながら維持されています。
2 最近の動き
　最近、日本の福祉制度で大きな動きがあったものとして、介護保険制度の創設と障害者自立支援法の制定があります。
　まず、介護保険制度は、家族や施設に頼りがちな要介護者への支援を、地域での在宅介護を重点に、社会での支え合いの考え方を取り入れ、12年前（2000年）から構築されました。要介護度を個別に調査・判定し、介護ニーズをもとにサービスメニュー（施設系・在宅系）を提示・選択していくケア・マネジメントが基本です。最近では、介護予防の側面も重視されています。
　また、障害者自立支援法では、ノーマライゼーション・ソーシャルインクルージョンといった理念を掲げ、対象とする障害の一本化、サービスの一元化などにより、障害者を地域で支え合いながらより自立へ向けた支援を行い、社会でいきいきと活動できる環境づくりをめざしています。制定当初から自己負担のあり方などが課題となってきたことから、手直し・改正が重ねられてきましたが、政権交代を期に抜本的な法改正が模索されています。
（2） 板橋区の福祉の仕組み
　次に、住民に最も身近な地方自治体の例として、板橋区（人口53万人、区職員数3600人）で行なっている福祉システムをご紹介したいと思います。

1 区の福祉制度の特色
　まず分野としては、高齢福祉・障害福祉・児童福祉・生活福祉を国や広域自治体である東京都の枠組み（負担や補助）を基本に、板橋区の事情に合った独自の制度や施策を取り入れて行なっています。
　たとえば、子育て支援の面では、共働きの増加による保育所入所待機児童の解消に力を入れるほか、街中でオムツ替えや授乳をできる場所を数多く提供し、子育ての悩みなどを相談できる「赤ちゃんの駅」事業を行っております。これは、職員の提案により板橋区が独自に開発し、他の自治体にも広がっているシステムです。
　障害者支援では、社会参加促進のため「福祉タクシー券支給事業」などを実施し、また障害者の方々が作業所などで生産したお菓子や手工芸品を陳列・販売する「スマイルマーケット」を区内地下鉄の駅に常設していますが、これは地域の住民に親しまれ、作業所の工賃アップにもつながり、喜ばれています。区立福祉園や民間作業所では、主に知的障害・精神障害の方が多く通所されていますが、スタッフたちが利用者の個性や能力に合った作業や製品を開発し、社会との接点を増やしながら障害の理解促進と障害者の社会的自立を支援しています。
　生活保護は、高齢化の進行や不況の長期化による失業者の増で、受給者数、保護費とも年々増加の一途です。そこで、若年の受給者を中心に就労が進むように専門家と職員が連携して就労支援を強力に進めるプログラムを開発し、実施しています。
　高齢者に対しては、介護予防や生きがいづくり等シニア世代が社会で元気に暮らし続けていけるための機会を幅広く提供しています。特別養護老人ホームや高齢者住宅の設置や「ふれあい館・いこいの家」の運営、各種講座や学習機会の提供などを行うほか、入浴・理美容・体育施設利用などのメニューを選択で提供する「高齢者元気リフレッシュ事業」を独自で行っています。
　バリアフリーについては、区で条例を設け、区民や専門家・関係機関からなる協議会でまちの点検や区が計画的に行う施設整備の状況をチェックし、だれにもやさしいまちづくりを区挙げて取り組んでいます。

2 福祉推進体制
　では、板橋区の福祉はどういう体制で推進されているかを見てみます。
　まず、区行政ですが、福祉部・健康生きがい部・子ども家庭部という３つの部で事務事業を行なっています。事業所は、３福祉事務所、９福祉園、１保健所、５健康福祉センター、１おとしより保健福祉センター、42保育園、38児童館、１子ども家庭支援センターなどで、3部の職員数は約2200人（福祉部門1700、衛生部門500）です。
　社会福祉協議会は、寄付や会費など民間資源と区からの運営補助・業務委託や人材供給などを受ける半官半民の組織で、区と地域住民の間に立って地域福祉やボランティアを推進する役割を果たしています。長期の活動計画を立てており、板橋区では「新・いたばし福祉の森21」という名称で、①地域の福祉力のアップ②地域住民の生活・権利の擁護③福祉力のネットワーク　などを重点目標に掲げています。
　民生・児童委員は、地域住民の身近な相談役として国からの委嘱で各自治体に配置されているボランティアです。この制度の歴史は古く、95年前にドイツの制度を見本にその前身がつくられました。世界でも稀な日本的システムです。板橋区には約500人の委員がいて、17の地区があり、区民・地域と行政や福祉関係機関とのつなぎ役として活動しています。特に、一人暮らし高齢者の訪問や子どもの見守りなどにより、地域の安全・安心の一翼を担っています。なお、私自身も現在自治体で民生・児童委員を拝命し地域で活動しております。
　民間社会福祉法人・団体は、高齢者・障害者・児童施設などでの施設サービス、訪問系の在宅サービスを行うほか、会員のための事業や行政との連絡調整を担っています。社会福祉士・介護福祉士や保育士、看護師などの専門スタッフが現場で直接サービスを提供しており、ニーズの増大や対象者の重度化に対応する人材確保が課題です。
　地域自立支援協議会は、これらの関係機関が連携して地域福祉の充実をはかるネットワーク組織の例です。障害者自立支援法にうたわれていて、相談支援の円滑化や人材育成などを協議会が中心に推進するものです。板橋区では参加団体・機関が緊密に連携する体制が構築され、だれでも相談しやすい相談支援事業の実現が図られています。
３　むすび（東日本大震災を通して〜地域の支え合い・絆の再認識）
　最後に、大きな被害をもたらした昨年３月11日の東日本大震災と地域社会のあり方について申し上げます。今回の大震災では、60歳以上の高齢者の死亡が全体の6割を超えていました。災害の被害を軽減するためには、平常時から要援護者と接している地域住民や民生・児童委員、ケアマネジャー、福祉サービス提供事業者など福祉関係者が相互に連携を図り、災害時要援護者の安否確認の方法や支援体制を整備しておくことが必要です。板橋区では日頃から民生・児童委員を中心にきめ細かな対応が行われていますが、
地域の支え合いと絆の大切さを改めて認識させてくれた今回の震災を、今後の安心・安全な社会づくりに区を挙げて生かしていくことを誓い、結びといたします。
　ご清聴ありがとうございました。
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